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1. はじめに 

シルクロードパターン（Enomoto et al. 

2003）に代表されるような、盛夏期アジアジ

ェットに沿って伝播するロスビー波は、アジ

アジェット出口にあたる日本付近において、

しばしば砕波を引き起こす（例えば、Postel 

and Hitchman 1999, Abatzoglou and 

Magnusdottir 2006 など）。アジアジェット

出口付近における砕波に関する先行研究で

は、北太平洋西部における砕波に伴う大気循

環場の下流影響（Strong and Magnusdottir 

2008）、太平洋十年規模変動（ Pacific 

Decadal Oscillation: PDO; Mantua et al. 

1997）への影響（Strong and Magnusdottir 

2009）、及び砕波の頻度の長期トレンド

（Bowley et al. 2019）について示されてき

たが、砕波頻度の年々変動をもたらす海況や

大気大循環の特徴に関する調査は行われて

おらず、そのメカニズムは明らかでない。 

そこで本研究では、大気再解析及び海面水

温データを用いて、月平均場において、砕波

頻度に回帰させた海況や大気大循環の特徴

を調べる。また、本研究における統計解析の

結果より、砕波頻度の年々変動は、エルニー

ニ ョ ・ 南 方 振 動 （ El Niño Southern 

Oscillation: ENSO）と強く関連することが

示されたため、ENSO による砕波頻度への影

響とそのメカニズムに関する考察も行う。 

 

2. 使用データと解析手法 

大気循環場のデータには、水平解像度

1.25o、鉛直 37層（1000～1hPa）からなる気

象庁 55 年長期再解析（JRA-55; Kobayashi 

et al. 2015）の日別値及び月平均値を用い

た。海面水温（SST）のデータには、水平解像

度 1oの COBE-SST（Ishii et al. 2005）の月

平均値を用いた。対象期間は、いずれも 1958

～2018 年の各年 7、8月である。ここで、気

候値は 1981～2010 年平均値、偏差は気候値

からの差で定義した。 

 本研究では、Pelly and Hoskins (2003)の

手法に基づき、砕波の発生日を、東西 5 o幅

の北側 15o－南側 15o 間における力学的対流

圏界面（2PVU 面）上の温位差が正、すなわち

温位の南北勾配が逆転した日で定義した。さ

らに、月平均砕波頻度を、砕波の発生日数の

月全体の日数に対する割合（%）で定義した。 

 さらに、月平均砕波頻度と ENSO との関係

を評価するため、本研究では、気象庁による

定義を参考に、El Niño 発生年及び La Niña

発生年を、各月のエルニーニョ監視海域

（5oS-5oN,150o-90oW）で平均した SST（NINO.3）

の基準値（前年までの 30 年平均値）からの

差の 5か月移動平均値が、それぞれ+0.5℃以

上及び-0.5℃以下となった年で定義した。 

 

3. 解析結果 

3.1 砕波頻度の気候学的特徴 

第 1図に、25o-45oNで平均した月平均砕波

頻度の経度分布を示す。7、8月ともに、日本

付近～その東海上において、砕波頻度の極大

域がみられ、その領域では年々変動が大きい

ことを見て取れる。この砕波頻度の極大域は、

特に 8 月に明瞭であり、北米～北大西洋や

50o-60oE 付近の極大域における頻度と比較

して、約 2倍の頻度を示している。 



 

第 1図 25o-45oNで平均した、(a)7月、(b)8月におけ

る、砕波頻度の気候値（黒線）、及び気候値期間におけ

る±1標準偏差の幅（灰色陰影）の経度分布。 

 

第 2図 第 1図と同じ。ただし、砕波頻度の気候値（黒

線）、及び El Niño 発生年（赤破線）、La Niña 発生年

（青破線）における合成図及び±1 標準偏差の幅（そ

れぞれ暖色、寒色陰影）の経度分布。色実線は、気候

値との差が、95%信頼度水準で統計的に有意な領域を示

す。 
 

 第 2図に、El Niño、La Niña 発生年で合

成した月平均砕波頻度の経度分布を示す。こ

の図より、7、8月ともに、日本付近における

月平均砕波頻度は、La Niña 発生年に、気候

値と比較して有意に増加する傾向がみられ、

その傾向は特に 8月に明瞭である。 

3.2 高い砕波頻度と関連する海況・大気循環 

本節以降では、8月平均場に着目し、日本

付近（25o-45oN、130o-160oE）で平均した砕波

頻度に回帰させた海況及び大気大循環の特

徴を調べる。第 3図に、日本付近の砕波頻度

に回帰した SST の分布を示す。この図より、

日本付近の SST は高温偏差を示す傾向がみ

られ、砕波に伴って昇温した大気からの影響

が示唆される。また、La Niña 発生年に砕波

頻度が増加する傾向と対応して、中・東部太

平洋赤道域の SST は低温偏差を示している。 

 

 
第3図 8月における、日本付近（25o-45oN, 130o-160oE）

における月平均砕波頻度に回帰した SST。等値線間隔

は 0.1℃。ハッチは、95%信頼度水準で統計的に有意な

領域を示す。 

 

 
第 4 図 第 3 図と同じ。ただし、200hPa における(a)

速度ポテンシャル、(b)東西風、及び(c)ロスビー波ソ

ースの渦度移流項（陰影）。(b)の陰影は、200hPa東西

風の気候値。(c)の矢印と等値線は、それぞれ砕波頻度

に回帰した 200hPa発散風と東西風気候値を示す。等値

線間隔は、(a)1×105 m2/s、(b)0.5m/s、(c)20m/s以上

について 5m/s。 

 



 次に、日本付近の砕波頻度に回帰した、対

流圏上層における大気大循環の特徴を、第 4

図及び第 5 図に示す。200hPa 速度ポテンシ

ャルの回帰分布より、対流圏上層では、太平

洋中・東部では収束偏差が卓越し（第 4 図

(a)）、同赤道域における SST低温偏差と対応

する。一方、インド洋を中心に発散偏差が明

瞭であり、インドネシア付近～太平洋におけ

るウォーカー循環は、気候値と比較して強く

なる傾向を示している（図省略）。また、イ

ンド洋を中心とした発散偏差と対応して、ユ

ーラシア大陸では北向きの発散風偏差とな

り（第 4図(c)の矢印）、アジアジェットの変

動に影響を及ぼすことが推察される。ユーラ

シア大陸における、200hPa 東西風の回帰分

布をみると、40oN以北で西風偏差、それ以南

で東風偏差となる傾向がみられる（第 4 図

(b)）。この西風偏差は、気候値のアジアジェ

ット（第 4 図(b)の灰色陰影）の中心付近～

その北側に位置することから、アジアジェッ

トが気候値と比較して強く、かつ北偏する傾

向を示している。ここで、ユーラシア大陸に

おける北向き発散風偏差による、アジアジェ

ットの北偏への寄与を調べるため、以下の式

で定義される 200hPa ロスビー波ソース

（Sardeshmukh and Hoskins 1988）の渦度移

流項を評価した。 

 [
∂ξ′

∂t
]
𝑎𝑑𝑣

≅ −𝒗𝜒
′ ∙ ∇(𝜁̅ + 𝑓) − 𝒗𝜒̅̅̅̅ ∙ ∇𝜁′    (1) 

ここで、ξは絶対渦度、ζは相対渦度、fは

コリオリパラメータ、vΧは発散風を示し、上

付きバーは気候値、プライムは偏差を表す。

第 4 図(c)より、40oN 帯にみられる負の渦度

変化傾向（陰影）は、北向き発散風偏差（矢

印）が気候学的アジアジェット（等値線）を

横切る領域に対応している。これらの結果は、

ユーラシア大陸上における北向き発散風偏

差に伴うコリオリ加速傾向がアジアジェッ

トの強化に、低緯度側からの負渦度移流がジ

ェットの北偏に、それぞれ寄与することを示

している。また、この 40oN 帯における負渦

度変化傾向は、第 5図(b)に示した 200hPa高

度の回帰分布にみられる、ユーラシア大陸の

40oN帯における帯状の正（高気圧性）偏差域

とも対応している。 

さらに、第 5図(a)に示した 200hPa南北風

の回帰分布より、アジアジェット（緑陰影）

に沿って南北風偏差の波列パターンが明瞭

にみられ、日本付近において砕波に対応した

高気圧性偏差となる位相をもつパターンを 

 

第 5 図 第 3 図と同じ。ただし、(a)200hPa 南北風、

(b)200hPa高度、及び(c)2PVU面温位。(a)の緑陰影は、

200hPa 東西風の気候値に砕波頻度の+1 標準偏差で説

明される変動を加算した値、矢印は砕波頻度への回帰

より算出した波の活動度フラックス（Takaya and 

Nakamura 2001）を示す。(b)及び(c)の灰色陰影は、気

候値を示す。等値線間隔は、(a)0.2m/s、(b)5m、(c)0.5K。 



示している。また、アジアジェットに沿う準

定常ロスビー波の伝播がみられ（第 5 図(a)

の矢印）、日本付近における高気圧性偏差の

増幅、及びそれに関連した砕波頻度の増加と

対応している。 

 200hPa高度及び 2PVU面温位の回帰分布を

みると、砕波頻度の増加と関連して、日本付

近で正（高温位）偏差、日本の南海上の亜熱

帯域で負（低温位）偏差となる傾向がみられ

る（第 5図(b)と(c)）。200hPa高度偏差と気

候値（第 5図(b)の灰色陰影）との比較より、

ミッドパシフィックトラフが気候値と比較

して強く、かつ西に伸びる傾向を見て取れる。

また、2PVU 面における低温位空気塊の亜熱

帯域への侵入は、フィリピン付近に達し、熱

帯の大気循環場にも影響を及ぼすことが推

察される（第 5図(c)）。 

 最近、Takemura and Mukougawa (2020, in 

press)は、日本付近における砕波に伴う、亜

熱帯域での活発な積雲対流活動への影響に

ついて日別再解析データを用いたラグ合成

図解析を実施した。その結果、約 1週間の時

間スケールで、アジアジェット沿いの波束伝

播は、日本の東海上における砕波、及びそれ

に伴う亜熱帯域における活発な積雲対流活

動を通して、PJ パターンの発現に寄与する

ことが示された。そこで以下では、砕波頻度

に回帰させた日本の南海上における大気循

環の特徴に着目して解析する。 

 第 6図に、日本付近の砕波頻度に回帰した

500hPa鉛直 p 速度、及び 850hPa相対渦度の

分布を示す。第 6 図(a)より、フィリピン北

部付近では上昇流偏差が明瞭にみられ、積雲

対流活動が活発となる傾向がみられる。この

上昇流偏差域は、亜熱帯域への侵入がみられ

た 2PVU 面上における低温位空気塊の前面に

対応する（第 5図(c)）。さらに、第 6図(b)  

 
第 6 図 第 3 図と同じ。ただし、(a)500hPa 鉛直 p 速

度、及び(b)850hPa相対渦度。等値線間隔は、(a)0.4×

10-2 Pa/s、(b)0.5×10-6 s-1。相対渦度は、T24により

平滑化した値で統計解析を行った。 
 

をみると、活発な積雲対流活動に対応して、

対流圏下層においてフィリピンの北で低気

圧性循環偏差、日本付近で高気圧性循環偏差

となる、PJ パターン(Nitta 1987)が明瞭に

みられ、日本付近への太平洋高気圧の張り出

しが強まる傾向を示している。これらの結果

は、Takemura and Mukougawa (2020, in 

press)によるラグ合成図解析の結果と整合

する。また、対流圏下層では、オホーツク海

で低気圧性循環偏差となる傾向もみられ（第

6 図(b)）、PJ パターンを含む南北三極構造

（Hirota and Takahashi 2012）がみられる

ことも興味深い。 

3.3 砕波頻度と日本の地域平均気温偏差 

 以上の結果より、La Niña 現象発生時には、

日本付近における砕波頻度が有意に増加す

る傾向がみられ、対流圏上層における高気圧

偏差の増幅や、下層における太平洋高気圧の 



 
第 7図 8月の、(a)北日本、(b)東日本、(c)西日本、(d)沖縄・奄美における日本付近（25o-45oN, 130o-160oE）で

領域平均した月平均砕波頻度（横軸）と、月平均地域平均気温偏差（縦軸）の散布図。相関係数を、図の右下に示

す。 
 

張り出しが顕著となることが示された。この

ことから、日本付近における砕波頻度は、

ENSO による影響を通して、日本の夏の天候

とも関係することが推察される。第 7 図に、

8月における砕波頻度と、日本の地域平均気

温偏差との散布図及び相関係数を示す。この

図より、砕波頻度と気温偏差との間に、北・

東・西日本では有意な正相関、沖縄・奄美で

は弱い負相関を見て取れる。この結果は、

ENSO に伴う日本の夏の天候への影響評価で

は、日本付近における砕波頻度を加味するこ

との重要性を示している。 

 

4. まとめ 

本研究では、盛夏期の日本付近における砕

波頻度と関連する海況及び大気大循環の特

徴について、ENSO による影響に着目した解

析を行い、日本付近における砕波頻度は、La 

Niña 発生年に気候値と比較して有意に増加

する傾向が示された。 

8月平均場に着目した日本付近における砕

波頻度との回帰分析より、La Niña 発生年に



現れやすい SST分布と対応して、対流圏上層

では、太平洋中・東部で収束偏差、インド洋

で発散偏差となり、ユーラシア大陸における

北向き発散風に伴うアジアジェットの強化

及び北偏傾向がみられた。また、アジアジェ

ットは、日本付近で高気圧性偏差となる位相

によって南北に蛇行する傾向を示し、日本付

近における砕波頻度の増加と対応していた。

さらに、砕波頻度の増加と関連して、ミッド

パシフィックトラフの強化及び西への伸張

がみられ、フィリピン付近における積雲対流

活動の活発化や、PJ パターンの発現とも関

連することがわかった。一方、8月における

砕波頻度と日本の地域平均気温偏差との相

関解析より、日本付近における砕波頻度は、

ENSO による影響を通して、日本の盛夏期の

気温とも関係することが明らかになった。 

本研究における回帰分析より、日本付近に

おける砕波頻度と関連するアジアジェット

の変動として、特定の位相をもつ波列パター

ンが示されたが、この波列パターンとシルク

ロードパターンとの関連については、今後よ

り詳しく解析を行う必要がある。また、日本

付近における砕波頻度が、北西太平洋域にお

ける熱帯擾乱の活動に及ぼす影響について

調査を行うことも、夏季の季節予測において

重要な課題と言える。 
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